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要旨
　本研究の目的は，1960年代のネパールにおける高等教育制度の状況および改善計画について，「ネパール国家教
育計画委員会」（NNEPC）報告書（1956），および，「国家教育審議会」（ARNEC）報告書（1961）などの教育計
画および政策文書を対象にして，特にARNECの高等教育計画における現状把握と改善提言へ焦点を当てて明らか
にすることである。
　ARNECの高等教育計画は，①国家開発のニーズに応じた専門教育の充実，②高等教育施設配置の地域間不均衡
の是正，③学生の地方サービスへの従事に概括できる。こうした改革案は，1960年代の国家開発計画には直接具体
的には反映されていないが，後の教育計画へ一定の影響を与えたと考えられる。
キーワード
　ネパール，教育制度学，高等教育，教育史
Abstract
　The purpose of this paper is to clarify the background and characteristics of a plan for higher education in 
Nepal in the 1960's. The report of NNEPC （1955） and ARNEC （1961）, national plans, and UNESCO documents 
were analyzed by focusing on recommendations in the plan of ARNEC for higher education reform.
　ARNEC was appointed to make reform plan for existing educational system. The points of the plan for 
primary teacher training were as follows:
　1. development of technical and vocational education according to national needs.
　2. improvement of immbalance of college placement.
　3. introduction of compulsory social service proggrame in rural area.
Key words
　Nepal, educational system, higher education, educational history, national education.
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The Background and Characteristics of  a Plan for Higher Education in Nepal 
in the 1960's:
Focusing on the Plan of  ARNEC for Higher Education Reform.
NAKAMURA, Yutaka
 
　本研究の目的は，1960年代のネパール王国（Kingdom of 
Nepal. ネパール）＊１における高等教育制度の状況および改
善計画について，「ネパール国家教育計画委員会」（Nepal 
National Education Planning Commission. NNEPC）報告書（1956），
および，「国家教育審議会」（All-Round National Education 
Committee. ARNEC）報告書（1961）などの教育計画および
政策文書を対象にして，特にARNECの高等教育計画における
現状把握と改善提言へ焦点を当てて明らかにすることである。
　南アジアに位置する小国ネパールは，その文化的，政治的，
経済的特徴から，諸学問領域において注目を集めてきた。他方
で，同国は，多文化，多民族，多言語といった第三世界の教育
開発に係る諸要素を典型的に内包し＊２，多様かつ膨大な「教
育問題」と直面し続けている。そのため，特に近年では，教育
学の領域でも同国への関心が高まり，主にネパールの教育問題，
とりわけ，ダリット，エスニック・マイノリティ，女性など社
会的弱者に対する教育機会の保障に関する優れた成果が漸増し
ている。
　これらの成果は，それ自体，ネパールはもとより第三世界諸
国における教育問題の分析と解決に向けた有意な試みである。
ただし，同国の教育開発は，本文で触れるとおり，その端緒に
おいても過程においてもきわめて特異である。畢竟，現在のネ
パールの教育問題に対する理解を深めその解決を図るためには，
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同国における教育開発の軌跡を踏まえる必要がある。換言する
なら，現在の教育開発に直接関係するという意味における最前
の時期から，今日に至る教育計画および政策の特徴や展開につ
いて明らかにすることで，昨今のネパール教育研究の価値をよ
り高められよう。しかし，こうした課題意識に基づく成果は，
必ずしも多くない（中村, 2013, p.77）。
　本研究は，この課題意識に対して，1960年代初めの高等教育
制度の状況や改善計画について，1950年代までの高等教育開発
を踏まえつつ，特にARNECの高等教育計画における現状把握
と改善提言へ焦点を当てて接近を図る試みである。
　本研究が1960年代初めを対象とする理由は，第一に，研究
上の空隙を埋めるためである。すなわち，1950年代までのネ
パールにおける高等教育開発については，すでに中村（2004a），
同（2004b）などでその一端を明らかにしている。したがって，
これらの成果を踏まえた，次代の高等教育開発の状況や改善計
画の究明が，今日求められる研究上の課題である。また，この
究明が，本研究の最大の意義である。
　上記理由の第二は，1960年代初めがネパールの教育開発に
おける重要時期の一つであるからである。本文で述べるとお
り，いささか単純化するなら，ネパールの教育開発史において，
1950年代は，総合的な教育制度の新設が構想された時期，1970
年代は，従来の教育制度の刷新が試みられた時期として，とも
に最重要時期と見なされる。他方で，1960年代は，教育制度の
変革が一見不明瞭であるからか，これまで注目されてきたとは
言いがたい。しかし，中村（2013）以後明らかにしてきたよう
に，この年代は，1950年代に新設された教育制度が，拡大と変革，
そして再検討を重ねて，1970年代初めに刷新される礎となった
重要な過程である。すなわち，1970年代初めのネパール教育制
度史における最大変革について，その要因や背景を追究し，変
革の要点を理解するためには，1960年代の教育開発および政策
の特徴と到達点を解明することが有用であり，かつ，不可欠で
ある。
　特にARNECの高等教育計画に焦点を当てる理由は，高等教
育が，1950年代の教育開発における最重要領域の一つであった
からである。すなわち，本文Ⅰ－２で述べるように，高等教育
は，1950年代半ば以後のネパールの教育開発において，初等教
育・成人教育・教員養成が連関した村落教育制度の構築と並ん
で，もっとも優先された領域であった。したがって，1950年代
において最重視された高等教育に注目して1960年代におけるそ
の状況と改善提言，とりわけARNEC報告書の高等教育計画に
おけるそれを読み解くことで，1950年代の高等教育開発の到達
点をより明示化し，1970年代のそれに接近する端緒を得られる
と考えられる。
　先行研究について，過去，特に1970年代以前のネパールにお
ける教育開発の過程を探究する試みそのものが同国外において
寡少である＊３。教育を通じた国民統合という1960年代以後の
ネパールの国家政策は，欧米の文化人類学や政治学において注
目を集めてはいるけれども，同年代の教育計画および政策等に
ついての具体的成果は，管見の限り多くない。他方で，高等教
育は，教育開発において最重要視されていたが故に，同時代
人による報告や記録が散見される稀な領域でもある（Pradhan
（1959），Wood（1987）など）。本研究は，ARNEC報告書や国
家開発計画（３か年および５か年計画）など総合的な教育ない
し経済計画の文書を基底に据えつつ，こうした当時の報告や記
録を踏まえて，また，ARNECの教育制度改革案の背景や概要
を明らかにした中村（2013）などにおける断片的な成果を用い
て，冒頭の目的達成を試みる。
　以下では，まず，1950年代までの高等教育の状況を確認しつ
つ，NNEPCの高等教育計画を，特に大学創設による高等教育
の再編成案に重点を置き整理する。次に，1950年代の高等教育
計画の成果について，中村（2004a）および同（2004b）を補
いつつ概観した後，ARNECの高等教育計画の特徴を，高等教
育の現状把握，当該教育におけるニーズ，当該教育改善への
提言を通じて明らかにする。続いて，ARNECの高等教育計画
を，国家開発計画などをもって補完することで，その特徴をよ
り明確化する。そして，「国際連合教育科学文化機関」（United 
Nations Educational, Scientific and Cultural Organization. 
UNESCO）の対ネパール教育調査報告書（案）などに基づき，
この時期における高等教育計画の特徴と展開について補整する。
以上をもって本研究の目的を達成し，最後に今後の課題を述べ
る。
Ⅰ　1950年代における高等教育の状況とNNEPCの
高等教育計画の特徴＊４
１　ラナ時代における高等教育の発展
　ネパールは，18世紀末までにシャハ（Shah）王朝の祖によっ
てほぼ統一された。しかし，ほどなく政争により王権は衰え，
19世紀半ばには，宰相ラナ（Rana）家が国権を掌握し，国王
を戴きつつも大王・首相を世襲して国政を執る専制政治体制を
敷く。このラナ体制は，1951年のいわゆる王政復古まで100余
年続いた。
　ネパールにおける学校教育は，このラナ体制下で経始開展し
た。ラナ体制の末期には，主に三系統の学校，すなわち，英
学教育を提供する英学学校，サンスクリット語による宗教教
義等の学習を施すサンスクリット・スクール，M. K. Gandhi
（1869-1948）によるベイシック・エデュケイション（Basic 
Education）を実践するベイシック・スクールを確認できる＊
５。ただし，こうした学校の発展について，ラナ為政者の多くは，
消極的というよりむしろ抑制する立場を取った。そのため，王
政復古（1951）に至るまで学校教育は民衆に普及しなかったが
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＊６，他方で，ラナ一族の子弟らを対象として高度な教育を提
供する施設も現れた。
　たとえば，1853年頃に設立され，ラナ一族や一部廷臣の子弟
に英学教育を提供したダルバール・スクールは，国内随一の英
学教育機関として，1877年前後には第10学年までの教育課程を
備え，ダルバール・ハイスクール（Durbar High School）の名
を冠することになった。さらに，同校がインドのカルカッタ大
学，後にはパトナ大学と提携したことを受けて，同校修了者に
はインドにおける高等教育の門戸が開かれるようになった。ま
た，1918年にはネパール最初の英学カレッジであるトリ－チャ
ンドラ・カレッジ（Tri-Chandra College）が設立され＊７，王
政復古に至るまで国内唯一の高等英学教育施設として権威を
誇った。
　サンスクリット教育に関しては，準拠する資史料によって，
ネパールにおける当該カレッジ創設年はかなり振幅がある（中
村, 2004a）。ただし，少なくとも1923年頃には，国内でもカ
レッジレベルのサンスクリット教育が提供されていたという
（Sharma 1980, p.71）。ダルバール・ハイスクールやトリ－チャ
ンドラ・カレッジがパトナ大学などと提携していたように，高
等サンスクリット教育に接続し得る国内の当該教育施設は，や
はりインドのサンスクリット大学のカリキュラムに基づき運営
されていた。
　２　NNEPCの高等教育計画
　王政復古以後，民衆への教育普及を阻害する傾向にあったラ
ナ体制の崩壊によって，あらゆる段階の教育が爆発的に拡大し
た。高等教育段階においては，1951年に２校であったカレッ
ジ数は＊８，1954年までに14校まで，同在籍者数は，250人から
915人まで急増した（Wood & Knall,　1962, p.3）。これらのカ
レッジには，政府によって監督され財政的に運営される政府カ
レッジ（government college），部分的に財政援助を受ける政
府補助カレッジ（government aided college），専ら自らの財
源によって運営される独立カレッジ（independent college）が
あり，通常，政府補助カレッジと独立カレッジが私立カレッジ
と認識される。これらのうち有力なカレッジは，設置主体の別
なくパトナ大学と提携して複数の教育課程を提供するまでに発
展したが，政府の監督や組織的な教育計画の不存在によって，
カレッジの教育水準は低下し，また，高等教育施設の配置にお
ける地域間不均衡も拡大した。
　こうした急速ではあるが不規則な教育の拡大に対して，現行
の教育制度の調査と，教育計画策定を目的としてNNEPCが任
命された。そして1955年３月にNNEPCが教育省へ提出した報
告書は，1950年代における教育開発の基盤文書となった。同報
告書における最優先開発領域は，初等教育・成人教育・教員養
成が連関した村落教育制度の構築と，大学創設を基軸とする高
等教育制度の整備である（中村, 2013, pp.3-4）。
　このうち，高等教育制度の整備について，NNEPCは，ま
ず，上級学校が下級学校のカリキュラム等を決定する教育制
度のもとで，インドの大学が国内の有力なカレッジを「支配」
していることは，教育施設の外国への従属を意味し＊９，ま
た，高等教育が国家のニーズに応じず，ネパール人学生が国益
を損ねるよう成長する要因であるという認識を示した。そし
て，NNEPCは，既存のカレッジをめぐる問題や不適切な状況
が，カレッジ等を監督運営する組織の不存在に由来するとして，
その任を果たす機関，すなわち，すべての中等後教育施設を監
督し運営する唯一の組織体である大学（univercity）の創設を
強く提言した（Pandey et al., 1956, pp.129-130）。
　この大学は，当時のインドにおいて多く存在したような，多
くのカレッジを傘下におさめ系列化し，その入学試験の実施や
カリキュラム作成等を行うのみで，研究・教育機能を有さない
カレッジ運営組織ではなく，また，自律的なキャンパス内のカ
レッジおよび施設群を中心に構成される教育ユニットでもなく，
両者の機能を併せ持つ機関として構想された。つまり，強力な
カレッジ監督運営機能を有するとともに，農学，工学，医学，
教育学部などを備えた，総合研究・教育機関である大学が，「ネ
パールの地理的人口構成的に」必要とされたのである（Pandey 
et al., 1956, p.129）。
　ただし，NNEPCは，当時の状況に鑑みて，複数の学部とそ
の教職員を揃えた完全な大学を即時に設置するのは不可能であ
るとも認識し，短期的な具体策として，多段階に及ぶ大学設置
計画の策定と，小規模かつ重要な活動の先行実施を勧告してい
る。
　なお，大学傘下の高等教育施設について，NNEPCは，まず，
既存カレッジの大半を占める私立の人文カレッジが＊10，マン
パワー養成という国家のニーズに全く応じず，さらに，高学歴
の失業者の問題を誘発しているとして，その統合再編と，カレッ
ジ進学者数の抑制を強く提言した（Pandey et al., 1956, p.128）。
他方で，NNEPCは，適切なマンパワー養成のために，現行の
教育および法学カレッジに加えて，ポリテクニック，農業，家
政，医科歯科，看護等の専門カレッジないし学校の設置を勧告
したのであった。
Ⅱ　1960年代初めの高等教育の状況とARNECの高
等教育計画の特徴
１　1950年代後半におけるトリブヴァン大学の創設とカ
レッジの急増
　1950年代半ば以後のネパールにおいて，高等教育は，他の教
育段階・領域とは異なる開発過程をたどった。たとえば，第１
次５か年計画（1956-1961）では，高等教育以外の教育段階・
領域について，教員数増加など数値目標のみが強調される傾向
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にあり，これらの段階・領域の具体的開発は，NNEPC報告書
をほぼ継承し微修正しつつ開発コストを計上した教育５か年計
画を基本方針としていた。他方で，高等教育は，第１次５か年
計画の教育部門において大学設置などの具体的な目標が明示さ
れた特異な開発領域であった。これは，教育が第１次５か年計
画における主要開発部門ではなかったこと，教育開発が主にネ
パール－アメリカ政府間で締結された協同教育開発プロジェク
トに基づいて実施されたこと，しかし，大学創設のみは当該プ
ロジェクトと必ずしも一致せず進捗したことに由来する。
　すなわち，1955年前後から，協同教育開発プロジェクトの
もとで，NNEPCが提言した大学創設準備活動およびカレッ
ジ改善活動（後述）が実施されつつあった一方で，当該プロ
ジェクトとほぼ無関係に王室から任命された「大学委員会」
（University Commission）が，インドの支援を受けつつ，積極
的な大学設置活動に着手したのである（Wood, 1987, p.250）＊11。
同委員会は，協同教育開発プロジェクト側の大学創設準備活動
が停滞する中で，各国政府ないし諸機関の公式非公式の支援
を受けつつ積極的に活動を続け，1958年３月には大学法草案
を国王へ提出した。そして，1959年５月27日に大学法が国王の
認可を受けて，先王の名を戴くトリブヴァン大学（Tribhuvan 
University）が発足したのである。
　こうして創設されたネパール最初の総合大学であるトリブ
ヴァン大学は，カレッジや教育施設に対する大学加盟ないし認
可の承認権限を付与されている点について，NNEPCの高等教
育計画における大学と形式的には近い。しかし，同大学は，大
学の組織やその内部運営などについてNNEPCが構想した大学
とは一致せず，高等教育施設に対する監督運営機能，たとえば，
カレッジの統合再編，カレッジ在籍者数の管理や学生配分など
の権限を充分に有していない。すなわち，トリブヴァン大学の
創設によって，国内に散在するカレッジ等の高等教育施設は，
高等教育制度として編成されはしたけれども，それは，必ずし
も体系的で組織的な機構ではなかったといえる（中村，2004b）。
　他方で，協同教育開発プロジェクトのもとでは，教育カレッ
ジ（College of Education）が新設され，また，当時認可され
ていた14カレッジすべてを対象とした改善プログラムが実施さ
れた。特に後者は，大学設置までの暫定的な活動ではあった
けれども，実演教授および研究協議会の実施，設備備品の整
備，人材の育成と配置，図書館・寄宿舎・中央スポーツ局・視
聴覚教材部の新設，外国人専門家の招聘などにより（Pradhan, 
1959, pp.40-45），ネパールにおける高等教育の発展と組織化に
貢献したと評価されている（Wood, 1987, p.257）。
　２　ARNECの教育制度改革計画の要点
　王政復古後も継続する政治的混乱の中で，1960年にクーデ
ター」を起こして国権を掌握した国王は，1962年12月に，国王
親政体制を明文化する新憲法を公布し，パンチャーヤト制度＊
12を敷いた。
　こうして国家体制の激変の渦中で，1950年代の教育開発の総
括と，パンチャーヤト体制に沿う新しい教育制度の構築整備を
目的として，1961年にARNECが任命された。
　こうした設置背景を持つARNECの教育制度改革計画は，し
かし，基本的にNNEPCの教育制度計画に近似している。すな
わち，①単線型学校体系への移行，②５年制初等学校における
職業科目導入，③成人教育プログラムを重視した社会教育の実
施，④初等中等学校教員の即時養成，⑤教具・教材の開発およ
び出版機関の設置，⑥初等中等教育におけるネパール語の教授
用語化などについて，ARNECはNNEPCの教育計画を継承し
たと考えられる。他方で，中等教育の二段階化やサンスクリッ
ト教育の奨励，高等教育施設在籍者による地方等でのサービス
活動の実施は，NNEPCとは異なるARNEC独自の計画である
（中村, 2014, p.71）。
　３　ARNECによる高等教育の現状把握とその問題点
　ARNEC報告書において，高等教育計画は，第８章にまとめ
られている。同章は，大要，「ネパールにおける高等教育の意味」，
「理想的人間」，「高等教育の目標」，「高等教育の形式と活動」，「カ
レッジの現況」，「大学財政」，「カレッジ交付金」，「カレッジの
種類」，「教育カレッジ」，「トリブヴァン大学の科目」，「高等教
育におけるニーズ」，「高等教育改善への提言」といった項目か
ら構成される。これらをさらに端的にとらえるなら，ARNEC
の高等教育計画の内容は，①高等教育の目標，②高等教育の現
状，③高等教育改善への提言となる。
　このうち，高等教育の目標は，理想的な人間を育成し，高度
で専門的な知識を提供することと設定されている。この理想的
な人間とは，単に専門的な知識を持ち，彼らの家族を支え，社
会に貢献するだけでなく，道義的理知的振る舞いによって，国
家，社会，生物全体の発展のために不断に努力する存在であり，
その一端は，初等中等教育の目標である「習性」（habits）に
示される（ARNEC, 1961, p.32）＊13。すなわち，これら習性の
確立は，ARNECの初等中等教育計画の目標であるだけでなく，
教育制度改革計画全体の根本であると理解される。
　こうした高等教育の目標の達成に関して，ARNECは，進行
中の高等教育事業について，カレッジの現況を中心に提示して
いる。
　まず，当時のネパールには，27校のカレッジがあり，その
内訳は，学士カレッジ（Degree College）が13校，中間カレッ
ジ（Inter College）が９校＊14，サンスクリット・カレッジが３
校，教育カレッジが１校，法律カレッジが１校であり，このう
ち，政府カレッジが６校，政府補助カレッジが18校である。ま
た，当時さらに２校のカレッジが承認中であった。これらのカ
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レッジの学生数・教員数については，トリ－チャンドラ・カレッ
ジの規模が突出して大きく，その他のカレッジを圧倒している
（ARNEC, 1961, pp.33-34）＊15。
　こうしたカレッジの現況について，ARNECは，いくつかの
問題点を指摘している。それは，主に，①劣悪な教育環境，②
カレッジの財政難，③カレッジ配置の地域間不均衡である。
　劣悪な教育環境については，直近に開設されたカレッジです
ら貧弱な施設設備しか有しないこと，また，教員数・学生数が
少なく，非常勤の教員が多いことが指摘されている。カレッジ
の財政難については，ほぼすべてのカレッジが財源不足から自
らの校舎を有さないこと，また，政府の補助金なしでは運営さ
れない現況が示された。カレッジの配置の地域間不均衡につい
ては，全14県（Zone）のうち，首府カトマンズが位置するバ
グマティ（Bagmati）県に14，東部のコシ（Koshi）県に５の
カレッジが集中する一方で，多くの県において１校のカレッジ
のみが存し＊16，３県ではカレッジが設立されていないという
著しい地域差が表示されている。また，必ずしも問題点と明示
されているわけではないが，カレッジの教授科目の偏りも示唆
されている。すなわち，すべてのカレッジにおける教授科目が，
人文科学，自然科学，法学，商学のそれに留まり＊17，それ以
外の科目，たとえば，政治学，経済学，数学等は，トリブヴァ
ン大学のみで教授されていたという（ARNEC, 1961, pp.34-35）
＊18。この記述からは，NNEPCが指摘した1950年代のカレッジ
配置における課題，つまり，私立の人文カレッジの統合再編と，
専門カレッジの設置が，ほぼ進捗していない状況を看取できる。
　４　ARNECによる高等教育におけるニーズ
　以上のような高等教育の現況と問題点を踏まえて，ARNEC
は，まず，ネパールの高等教育におけるニーズについて再確認
しつつ，若干の提言をしている。
　第一に，国家開発における主要領域，すなわち，産業，工
業，農業，医療等の発展に対する高等教育の貢献である。しか
し，上記の通り，当時のカレッジの多くは，このニーズに対応
していない。そこで，ARNECは，教育開発に係る国家，政府，
国民に対して，高等教育において，理論的文化的科目ではなく，
国家のニーズに即応する実践的科目の教授が重要であると認識
し行動することを強く求めた。具体的には，トリブヴァン大学
において，物理学，科学，植物学，動物学，地質学の教授を開
始すること，同大学による教育カレッジの整備＊19，農学カレッ
ジの開設，法学カレッジの監督が提言された。
　第二に，高等教育における運動施設の整備，将来における美
術，音楽等の科目導入，高等教育普及のための朝旦ないし夜間
における開講についても，ARNECは必要視している。他方で，
国策に沿う軍事教練について，少なくとも卒業生に対する教練
義務化に対して，ARNECは消極的な立場を表明している。
　なお，本項目では，高等教育と中等教育の接続についても言
及されている。すなわち，ARNECは，大学は，カレッジと中
等教育のカリキュラムを接続する特別の活動を行わないとしつ
つ，中等教育の最終２ないし３学年において，高等教育準備教
育を行うことを否定してない。また，高等教育における教授用
語がネパール語と英語であることから，ARNECは，初等中等
教育における英語教授の強調も提言している。
　こうしたARNECの高等教育ニーズについての認識，ないし，
それにともなう提言は，一見してNNEPCのそれに近い。他
方で，高等教育と中等教育の接続については，両委員会の見
解が全く異なることをここでは指摘しておきたい。すなわち，
NNEPCにとって，初等教育は大多数の国民にとっての最終的
な学校教育の時空で（中村, 2015），中等教育は中級マンパワー
を直接養成する機会であり（中村, 2014），ともに完成教育とし
ての側面が強調されていた。これは，語学教育偏重，学校の村
落生活からの乖離，教育における職業的実用的価値の軽視，カ
レッジを終えた失業者の増加といった当時の教育制度における
問題に対応する方策である。またそれ故に，NNEPCは，カレッ
ジ進学者の抑制も強調し，中等教育におけるカレッジ準備教育
をあくまで副次的な専攻と位置づけたのであった（中村, 2014, 
p.71）。しかるに，ARNECは，カレッジにおける実践的科目の
教授や，専門カレッジの設置を高等教育におけるニーズと認識
しつつも，高等教育と中等教育の接続の円滑化について親和的
である。これは，既存カレッジの大半を人文カレッジが占めて
いた現況と一致していないと考えられる。
　５　ARNECの高等教育改善提言
　ARNECは，報告書８章末尾において，高等教育における新
規の活動について11項目，既存カレッジについて２項目の提言
をしている。前者11項目の提言を端的に示せば，おおむね，①
教育法令の整備と輸送移動の困難の解消，②学生の地方サービ
スへの従事，③工学教育施設の即時設置，④工業地帯における
工業化学カレッジの設置，⑤ハーブ研究・教育の開始，⑥承認
中の専門カレッジへの研究許可，⑦在郷におけるポリテクニッ
クやカレッジの新設，⑧農学・林学・医学教育施設の早期開設，
⑨高等教育における適切な人材配置，⑩農村重視の意識の涵養，
⑪カレッジ設置と運営のための教育税の新設および徴収となる。
　これらのうち，上述のARNECの現状把握等と直接関連する
のは，③，④，⑦，⑩であり，専門教育の重視という意味では，
NNEPCの高等教育計画と近似する。特に，③は，単に電気工学，
機械工学，化学工学，土木工学などの充実のみならず，既存の
工業学校をカレッジに昇格させ，大学の監督下に置く提言であ
り，NNEPCの高等教育制度構想において最重要視された大学
のカレッジ監督運営機能と通ずる重要な記述である。すなわち，
これは，1960年前後において，大学は，カレッジの監督運営機
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能を期待されつつも，未だそれを有していなかったという証左
となる。他方で，ARNECが大学のカレッジ監督運営機能に具
体的に言及するのは，前節で触れた教育，農学，法学カレッジ
の整備監督等に留まっている。また，上述のARNECの高等教
育計画や，中村（2014）で追究されている同中等教育計画に鑑
みるに（前節も参照），ARNECは，カレッジ進学者数の抑制
については重要視していないと推察できる。
　なお，既存カレッジについての提言は，トリ－チャンドラ・
カレッジの学芸カレッジ（註10参照）化と，パドマ女子カレッ
ジ（Padma Kanya College）における家政学の重点的教授であ
る。このうち，前者はNNEPCの提言とほぼ同一であり，後者は，
NNEPCが構想した家政学カレッジに代わり，国内随一の女子
カレッジであるパドマ女子カレッジを家政学の拠点として活用
する方策である。
Ⅲ　1960年代ネパールにおける高等教育の発展
　１　1960年代の国家開発計画における高等教育
　1960年代のネパールにおける国家開発の基本方針は，３か年
計画（1962-1965）および第３次５か年計画（1965-1970）である。
　３か年計画は，教育領域において，ARNECの提言を可能な
限り具体化したと述べている。実際に，その要点は，学校数，
在学者数，教員数等の増加よりも，既存施設の合併と体系化に
よる学校教育の質の改善にあり，ARNECの教育制度改革案の
主旨に沿っている。しかし，同計画においては，高等教育に
ついて，ARNECの改善計画よりも，むしろNNEPCの当該制
度構想に近い現状認識と方策が示されている。すなわち，同計
画では，王政復古後の高等教育開発は質より量に傾斜しており，
また，急増したカレッジの多くが人文カレッジであり国家の
ニーズに応じていないという認識のもと＊20，既存の高等教育
施設の多様化ではなく，合併再編および改善が強調されたので
ある。また，その一環として，同計画では，図書館の開設整備と，
国立古文書館の新設も計画されているが，これらも，ARNEC
の高等教育計画では具体的には言及されていない内容である。
　第３次５か年計画は，第22章「教育」の冒頭において，国家
開発における教育の重要性を強調した。高等教育については，
①カレッジ改善，②中等学校教員の養成，③初等学校教員の養
成，④トリブヴァン大学が重点開発領域と設定された。このう
ち，②および③は，国家計画において，教員養成が高等教育の
対象事業と明示されたという意味できわめて重要であるが，そ
の追究は本研究の範囲を超える。本研究の趣旨に従えば，この
両プログラムにおいて強調されたのは，教育カレッジの改善で
ある。なお、①については，主にトリ－チャンドラ・カレッジ
の図書館等の改革である。また，④では，人文科学，自然科
学，商学カレッジの拡大と，高度な科学，生物学，植物学，物
理学を提供する継続的努力の必要性が示された（MEP 1965, 
pp.131-132）。こうした第３次計画における高等教育プログラ
ムからは，トリブヴァン大学下に高等教育施設が参画しつつあ
り，他方で，非専門カレッジの拡大も継続している事実を推察
できる。
　２　1960年代の高等教育開発に対する評価
　以上のように，ARNECの高等教育計画は，NNEPCのそれ
とは異なり実際の開発計画に必ずしも反映されていない。ただ
し，ARNECの計画と離れて進捗した1960年代はじめの高等教
育開発に対しては，批判的な見解が少なくない。
　たとえば，1960年代におけるUNESCOの対ネパール教育調
査報告書草稿（Wood & Knall [1962]）は，数量的に急速な拡
大を続ける高等教育開発に対して，NNEPCの提言およびトリ
ブヴァン大学法の規定を実施するいかなる行動も取られてい
ないと厳しく評価した。その焦点は，第一に，カレッジ在籍
者の，第二に，学芸カレッジの急増であり，前者は，NNEPC
の設定（3,000人の在籍者/1965年）を遙かに超えて増加するカ
レッジ在籍者（5,143人/1961年）とその高い中途落伍率（50％
強）によって膨大な損耗が発生すると，後者は，全32カレッジ
のうち29カレッジが「一般教育のみを提供し……生産的活動に
適合」しない学芸カレッジであるが故に失業問題を誘発すると
＊21，彼らは強く批判したのである。その上で，Woodらは，ト
リブヴァン大学が高水準の入学試験を実施し，学生へのガイダ
ンスプログラムを提供し，カレッジ数を減少させることを提言
した（Wood & Knall, 1962, p.47）。
　続くUNESCO調査団報告書（UNESCO ROEA[1966]）は，
高等教育開発について，Wood & Knall（1962）とは多少異なる
状況を示している。すなわち，高等教育施設の貧弱な施設設備
や，試験の高い落第率（50％弱），NNEPCの提言に比して高い
進学率（中等教育施設在籍者の11.3％）といった問題はありな
がらも，「すべての高等教育事業を監督する」大学が，人文科学，
数学，商学において大学院レベルの課程を備えつつあり，また，
政府部局によって公共事業，農業，林業，医療等の課程が提供
され，工業学校や農業カレッジも専門教育施設として機能して
いたという（UNESCO ROEA, 1966, pp.15-16）。さらに，高等
教育の開発について，同調査団は，海外派遣による工学，農学，
林学，灌漑学等における専門家の育成と，人文科学系修了者の
過剰への対応＊22，専門および職業教育を提供する高等教育施
設の充実も提案したのであった。なお，高等教育開発とはやや
離れるが，同調査団は，初等中等教育における体育および保健
衛生の充実に関連して，ARNECの「学生の地方サービスへの
従事」構想（本論文Ⅱ－５）についても受容的に言及し，学生
の地方におけるボランティア活動を奨励し，その組織化を提言
している（UNESCO ROEA, 1966, p.64）。
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おわりに
　1961年に任命されたARNECは，国王親政体制下の組織では
あったが，教育制度の構築整備について中立的な改革案を提示
した。高等教育におけるそれを概括するなら，およそ，①国家
開発のニーズに応じた専門教育の充実，②高等教育施設配置の
地域間不均衡の是正，③学生の地方サービスへの従事と理解で
きる。特に，①と②については，具体的に，国家および地域の
ニーズに応じた，各種の専門カレッジないし教育施設の即時開
設や，学生の専門教育指向の涵養を意味する。
　こうしたARNECの高等教育計画は、一見してNNEPCのそ
れに近い。しかし、本研究において精査したように、ARNEC
とNNEPCの高等教育計画は、現状把握においてもその改善方
策においても類似していながら、根本において異同がある。す
なわち，NNEPCは，当時の高等教育の問題を，人文カレッジ
在籍者の過剰と，国家のニーズに応じた専門教育施設の不足と
認識する。その上で，同委員会は，高等教育施設に対する監督
運営機能の大学への付与によって，高等教育を，単に中等後教
育施設の集合ではなく，体系的で組織的な機構，つまり高等教
育制
・ ・
度に再編することを計画した。換言するなら，こうした高
等教育制度においてこそ，大学は，人文カレッジ進学者数を抑
制し，また，専門教育施設を設置，運営，監督することで，高
等教育における問題を解決し，開発へ向けた国家のニーズを充
足し得るということになる。他方で，ARNECの高等教育計画
は，大学のカレッジ監督運営機能に若干の言及はあるけれども，
人文カレッジ進学者数の抑制については一切触れず，各種の高
等教育施設の設置を重点的に提言するにとどまっている。おそ
らくこうした問題点故に，ARNECの高等教育計画は，同時代
の国家開発計画に直接具体的には反映されなかったと考えられ
る。他方で，1971年のNESP（後述）における「国家開発事業」
（National Development Service）の導入など，ARNECの影響
とみられる方策も後年には存在する。
　ともあれ，1960年代初頭の政治的変動にも係わらず，高等教
育は，数量的には「明確な目標がないままに」急速な拡大を続
けていく（表１）。その一方でNNEPCが直面し懸念した如き課
題，すなわち，教育水準の低下，職業教育の軽視，高学歴の失
業者，膨大なドロップアウトなどの問題は全く解決されず，む
しろ深刻化した。それ故に，教育制度の刷新をもたらした1971
年の「国民教育制度」計画（National Education System: Plan 
for 1971-1976. NESP）において，高等教育制度も根本的に改編
されたのであった。
　このNESPが計画した高等教育制度は，トリブヴァン大学が
私立を含むすべての高等教育・研究機関を直接監督運営する機
構を有している。王政復古以後のネパールの教育開発において，
高等教育が一貫して最優先領域と位置付けられてきたことに鑑
みれば，NESPの高等教育計画と，NNEPCおよびARNECのそ
れとの比較は，ネパールにおける教育開発史を追究する上で有
意な試みとなるであろう。
　他方で，1960年代がネパール教育開発史における重要時期で
あることは冒頭で述べた。当該年代の教育計画・政策のさらな
る追究は，ARNEC報告書における他の段階・領域計画の詳細
な検討も含めて，今後の課題としたい。
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註
＊１　現在のネパール政局はきわめて流動的である。本研究は，あくまで「王
国」時代のネパールについて追究する。
＊２　2011年のセンサスによれば，ネパールには123の言語と，125のカー
スト・エスニック・グループ，10の登録宗教が存在する。
＊３　B.D.Pande（Pande, Badri D.）による総合的歴史研究（Pande[1978]）
においては，1918年から76年までの高等教育における発展が綿密に
提示されている。ただし，1971年以前については，各施設の特徴の
記述が中心であり，高等教育制度を対象にした追究は行われていない。
＊４　1950年代における高等教育の状況とNNEPCの高等教育計画について，
詳しくは中村（2004b）を参照のこと。
＊５　この三種の学校以外の教育施設として，仏教寺院やミッショナリ ・ー
スクールなども存在した。
＊６　1951年における初等学校数は321校，同在学者数は8,505人，同在学
率は0.9％にとどまっている（MoE, 1971, p.3）
＊７　設立時の名称は，「トリブヴァン・チャンドラ・カレッジ」（Tribhuvan 
Chandra College）であり，1924年にトリ－チャンドラ・カレッジと
改称された。
＊８　サンスクリット・カレッジを含む。王政復古時のカレッジ数は必ず
しも明確ではないが，本研究においては，MoE（1971）に依拠した。
詳しくは中村（2004a）註10を参照のこと。
＊９　多くのカレッジのカリキュラムはパトナ大学のシラバスに基づいて
作成されており，学位も同大学の名において授与されていた。さらに，
カレッジ教員の要件である修士号保持者がネパールに殆ど存在して
いなかった故に，少なくないカレッジの教員がインドのベンガル地
方出身者であった。
＊10　人文カレッジは，（中間）文学士（Intermediate/ Bachelor of Arts）
課程のみを備えたカレッジであり，創設や運営に係る経費が相対的
に安価であるため，王政復古後に急増した。なお，当時の資史料で
は，人文カレッジと学芸カレッジ（arts and sciences college）が明
確に区別されない場合が多い。本研究においては，煩雑を避けるた
め，明確に学芸カレッジと判別できない場合は，基本的に人文カレッ
ジと標記する。
＊11　この大学委員会は，王族，首相，教育省職員，カレッジ長ら11人か
ら構成された。
＊12　国家，県，郡，市町・村落それぞれに一種の議会である当該パンチャー
ヤトを置く統治制度である。
＊13　この習性について，詳細は中村（2014）註12を参照のこと。
＊14　学士カレッジは，学士課程を備えたおおむね４年制のカレッジ，中
間カレッジは，中間（Intermediate）学士課程のみを備えたおよそ
２年制のカレッジである。
表１　ネパールにおける高等教育の拡大（1951-1970）
1951 1954 1961 1970
カレッジ数 2 14 33 49
学生数 250 1,320 5,143 17,200
教員数 データなし 86 417 1,070
出典：Wood & Knall（1962）, table16, MoE （1971） ,p. ３.
註１　1961年以後，カレッジ数には大学を含む。
註２　学生数には，海外で高等教育を受けている者を含まない。
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＊15　政府立カレッジの学生数は，およそ100人から200人程度，教員数は，
10人から20人である（非常勤を含む）。政府補助カレッジの学生数に
は幅があるが，18カレッジ中11カレッジで100人を下回る（最小は６
人）。同カレッジ群の教員数も，４人から23人と幅がある（非常勤を
含む）。これに対して，トリ－チャンドラ・カレッジの学生数はおよ
そ1,600人，教員数は72人であった（非常勤を含む）。
＊16　ルンビニ（Lumbini）県のみ２校のカレッジが設置されている。
＊17　この時代のほとんどのカレッジは，単一学部から構成される単科カ
レッジであった。
＊18　当時のトリブヴァン大学は，59人の教員（外国人を含む）と260人の
学生から構成されていたという（ARNEC, 1961, p.35）。
＊19　教育カレッジは自らの校舎を持たなかったが，ARNECは，大学に
よる教育カレッジの移転と新校舎の建設を提言した（ARNEC, 1961, 
p.36）。
＊20　全31カレッジのうち，人文カレッジが24校，科学カレッジが２校，
専門カレッジが５校である（NPC, 1963, pp.270-271）。
＊21　Wood & Knall（1962）による数値である（table 18. サンスクリット・
カレッジを含む）。
＊22　具体的方策として，中等教育修了者への就職斡旋や，高等教育施設
の入学基準の向上などがある。
参考文献
中村裕（2004a）. 「[研究ノート]ネパールにおける高等教育の発展（1918-
1959）」. 筑波大学教育学系『教育学系論集』 第28巻，137-149頁.
中村裕（2004b）. 「ネパールにおける高等教育制度の成立と機構－トリブヴァ
ン大学創設の背景とその組織に注目して－」. 日本教育制度学会『教育
制度学研究』第11 号，186-201頁.
中村裕（2013）. 「1960年代ネパールにおける教育制度改革の背景と特徴－
NNEPCおよびARNECの教育制度構想における国民概念を比較して
－」. 聖徳大学『研究紀要　短期大学部』第45 号，77-83頁.
中村裕（2014）. 「1960年代のネパールにおける中等教育計画の特徴と展開－
NNEPCおよびARNECの中等教育制度構想とそのカリキュラム案を比
較して－」. 聖徳大学『研究紀要　短期大学部』第46 号，69-76頁.
中村裕（2015）. 「1960年代初期ネパールにおける初等教育制度の整備と拡
大－NNEPCおよびARNECの初等教育計画における教育目標とカリ
キュラム案を比較して－」. 聖徳大学『研究紀要　短期大学部』第47号，
39-46頁.
中村裕（2016）. 「1960年代初期ネパールにおける教員養成の背景と特徴－
ARNEC報告書における初等教員養成改革案に焦点を当てて－」. 聖徳
大学『研究紀要　短期大学部』第48号，69-76頁.
College of Education（1957）. The five year plan for education in Nepal . 
Kathmandu: The Bureau of Publications, College of Education.
Ministry of Economic Planning（1965）. The third plan（1965-1970）. 
Kathmandu: Author.
Ministry of Education（1961）. Report of the Overall National Education 
Committee, 2018B.S . Kathmandu: Author.
Ministry of Education（1971）. National education system: plan for 1971-76 . 
Kathmandu: Author.
National Planning Council（1963）. The three year plan 1962-65 . 
Kathmandu: Author.
Pande, B.D.（1978）. Development of higher education in Nepal, 1918-1976 . 
unpublished doctoral dissertation, Southern Illinois University at 
Carbondale.
Pandey, Rudra Raj, Bahadur K.C., Kaisher, & Wood, Hugh Bernard（eds.）
（1956）. Education in Nepal: report of Nepal National Education 
Planning Commission . Kathmandu: The Bureau of Publications, 
College of Education.
Pradhan, Amrit Prasad.（1959）. Arts and science college improvement 
program. Education Quarterly 3-2/3 . Kathmandu: The Bureau of 
Publications, College of Education. 40-45.
Pradhan, Panna Lall.（1963）. Higher eucation in Nepal. Education 
Quarterly 7-3/4 . Kathmandu: The Bureau of Publications, College of 
Education. 36-56.
Sharma, Gopi Nath（1980）. School curriculum in Nepal . Kathmandu: Hem 
Kumari Sharma.
Shrestha, Kedar Nath（1982）. Educational experiments in Nepal . 
Kathmandu: CERID.
UNESCO Regional Office for Education in Asia（1966）. Long-term 
projections for education in Nepal . Bangkok: Author.
Wood, Hugh Bernard（1965）. The Development of education in Nepal . 
Washington, D.C.: U.S. Department of Health, Education, and Welfare, 
Office of Education.
Wood, Hugh Bernard（1987）. Nepal diary . Oregon: American Nepal 
Education Foundation.
Wood, Hugh Bernard, & Knall, Bruno（1962）. Educational planning in 
Nepal and its economic implications . Kathmandu: UNESCO Mission 
to Nepal.
